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研究成果の概要（和文）：本研究はオープン・イノベーションおよびインハウスでの研究開発，事業部および本社によ
る知識共有のための内部コーディネーション機能が戦略的提携における技術機会の発見能力に及ぼす影響を調査したも
のである．本研究ではオープン・イノベーションおよびインハウスでの研究開発は単独で戦略的提携における技術機会
の発見能力にプラスの効果を与えることを示した．しかしながら，内部コーディネーション機能については逆U字型の
関係であり，一部の交互作用効果については必ずしも統計的に有意ではないことが示された．

研究成果の概要（英文）：This study investigates how open innovation, internal research & development 
(R&D), and internal coordination systems affect the capability of sensing technological opportunities of 
strategic alliance. We show that open innovation and internal R&D both have a positive effect on the 
sensing capability. However, the association between internal coordination systems and sensing capability 
shows inverted U-shaped effect. We also show that some interaction terms among them do not have positive 
effect on sensing capability.

研究分野：グローバル・イノベーション論
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１．研究開始当初の背景 
既存研究ではオープン・イノベーションの
分析単位を企業または研究開発部門として
いた．しかしながら，実際には企業内外の
様々な部門が関与することでオープン・イノ
ベーションが実施されている．また，近年で
はオープン・イノベーションは単なる企業の
研究開発の問題に留まっていない．すなわち，
外部環境の不確実性が増大に伴い，知識獲得
活動を「オープン化」することによって外部
環境の機会・脅威を素早く認識し，環境変化
を活かしたビジネスモデルに転換していく
という経営戦略の問題にも深く関わってい
る．環境変化に対する企業の適応能力を経営
戦略論では｢動的能力(dynamic capability)｣と
呼ぶ． 
要するにオープン・イノベーションにおけ
る研究の視点として組織の階層構造を明示
したモデルが欠けていること，およびオープ
ン・イノベーションは経営戦略論にも関係が
あることを明示化する必要があるといえる．
例えば Foss, Lyngsie, & Zahra (2013)および
Teece (2007)はオープン・イノベーションを明
示的に経営戦略論の位置付けから検討した
研究といえる．しかしながら，これらの研究
は始まったばかりであり蓄積が十分とはい
えない．特に，概念的に抽象的かつ複雑な「動
的能力」の議論を実証的にり上げた研究は少
ない(Eisenhardt & Martin, 2000)．このため以上
の視点を踏まえた上で，新たな知見を提供す
ることには十分な研究上の価値があるとい
えるのである． 

 
２．研究の目的 
上述の背景を基に，本研究では申請時にお
ける研究目的の内容をより特定化した．具体
的には以下のとおりである．Teece (2007)およ
び Helfat & Peteraf (2015)は動的能力を細分化
し，外部環境の変化に伴う機会・脅威を認識
する(Sensing)，機会・脅威を利用する(Seizing)，
機会・脅威を利用するために資源配分を変更
する(Reconfiguring)という 3 つのプロセスに
分割した．本研究ではオープン・イノベー
ションとの関係が最も深い外部環境の変化
に伴う機会・脅威を認識する Sensing プロセ
スに焦点を当てた． 

Teece (2007)によると Sensingはさらに 4つ
の要素から成り立つ．すなわち，(1)社外にあ
る科学技術の活用および(2)供給者・補完財提
供者が行ったイノベーションの活用，(3)顧客
セグメント・顧客ニーズ・顧客が行ったイノ
ベーションの認知，(4)インハウスでの研究開
発活動である．(1)～(3)はいわゆる｢オープ
ン・イノベーション｣に該当する．このため
Sensing は研究開発部門における①オープ
ン・イノベーションおよび②インハウスでの
研究開発活動の 2つに大別できる． 
さらに組織の階層性を明示的に取り入れ
るため研究開発部門の上部に位置する③事
業部および本社による各研究開発部門間で

の知識移転の促進策についても検討を行っ
た．本研究ではこれら①～③が外部環境の変
化に伴う機会・脅威を認識する能力(sensing 
capability)にどの程度影響があるのかについ
て検討を行った． 
本研究の計画段階では外部組織との関係
性に対するガバナンスの問題も明示的に取
り入れるという意欲的な内容であった．しか
しながら，外部組織とのガバナンス関係も含
めると複雑性が増大するため明示的には扱
わなかった．このため外部組織との関係に関
しては戦略的提携における情報の非対称性
の問題として扱った．つまり，外部環境の変
化に伴う機会・脅威を認識するための sensing 
capability を情報の非対称性を超えて戦略的
提携に伴う技術機会を認識するための能力
として検討することとした． 
要約すれば，本研究の目的は「研究開発部
門における①オープン・イノベーションおよ
び②インハウスでの研究開発活動，③事業部
および本社による内部コーディネーション
機能が企業の戦略的提携における技術機会
の発見能力に与える影響」についての実証分
析といえる．本研究では組織デザインとの関
係も重視するため①および②の単独効果よ
りも上位階層の活動である③が①および②
に与える影響を中心に分析を行う．まずは③
について仮説を検討する． 
③事業部および本社による内部コーディ
ネーション機能は組織内各部門が獲得した
知識(インハウスだけでなくオープン・イノ
ベーションによる知識獲得も含む)を効率的
に他部門に移行することを可能にする．これ
に伴い社内の研究開発部門は新たな知識を
基に外部企業との戦略的提携に伴う技術機
会を認識する能力が高まるといえる．しかし
ながら，内部コーディネーションには公式的
な委員会の設置や人的交流の仕組みづくり
が必要となり相応のコストが発生する．この
ため過度な内部コーディネーションは技術
機会の発見に費やす時間・費用を減らし，
却ってコストを生み出す可能性がある．従っ
て，事業部および本社による内部コーディ
ネーションが戦略的提携に伴う技術機会の
発見能力に及ぼす影響は逆 U 字型の関係と
なるだろう． 
①オープン・イノベーションは外部知識の
蓄積を促進する．また，②インハウスによる
研究開発も当然ながら自社の研究開発部門
にとって知識の蓄積につながる．しかしなが
ら，せっかく外部から獲得した知識でもその
まま一か所に留まっていては本来の可能性
を発揮できない．但し，組織内での知識の移
転は実際には難しいことが指摘されている
(Szulanski, 1996)．このため③事業部および本
社による内部コーディネーションが加わる
ことによって，組織内の知識移転が効率的に
行われることにより，①オープン・イノベー
ションや②インハウスによる研究開発に
よって獲得された知識は十分に活用される



ようになり，戦略的提携に伴う技術機会の発
見能力にプラスの影響を及ぼすようになる
だろう． 
さらに，①②③を同時に実行した場合を検
討する．②インハウスによる研究開発は自部
門の知識の蓄積につながるだけでなく，社外
における類似の知識を解釈する能力も向上
させる．このような能力を吸収能力
(absorptive capacity)と呼ぶ(Cohen & Levinthal, 
1990; Lane & Lubatkin, 1998)．吸収能力の向上
は①オープン・イノベーションによる外部知
識の獲得能力も向上させる．しかしながら，
吸収能力の向上に伴い外部知識の獲得量が
飛躍的に増大すると社内での情報処理能力
が追いつかなくなる (Lorsch & Lawrence, 
1965)．この場合，却って外部における技術機
会の発見能力が低下する可能性もある．この
際，③事業部および本社による内部コーディ
ネーションを積極化することにより，部門間
の知識共有を促進することで効率的に戦略
的提携による技術機会の発見能力を向上さ
せることができるだろう． 
 
３．研究の方法 
 本研究は公開データおよびアンケート・
データを組み合わせたデータベースを用い
て統計的に分析を行った．まず，本研究では
従前に行った NEDO(独立行政法人 新エネル
ギー・産業技術総合開発機構)からの研究費
および従前に獲得した科研費によるアン
ケート結果を勘案し，アンケート送付対象を
研究開発活動が積極的に行われている製造
業および IT 産業に限定して追加のアンケー
ト調査を実施した．これらのアンケート回答
を従前に取得したアンケート回答および研
究開発費等の公開データと組み合わせるこ
とで新たなデータセットを作成した．同デー
タセットを基に上述の仮説の検証を実施し
た． 
 
４．研究成果 
 分析結果は以下のとおりである．①オープ
ン・イノベーションおよび②インハウスによ
る研究開発は共に単独で戦略的提携におけ
る技術機会の発見能力にプラスの影響が
あった． 
本研究の仮説である③事業部および本社
による内部コーディネーションは戦略的提
携における技術機会の発見能力に対して逆 U
字型の関係となった．仮説のとおり内部コー
ディネーション自体は公式的な委員会の設
置や人的交流の仕組みづくりが必要となる
ため相応のコストが発生する．このため内部
コーディネーションを行う程，その効果以上
にコストが発生するため効率性が低下する．
特に本社や事業部の過度な関与は研究開発
部門における裁量の余地を低下させるとと
もに中央による統制も強化させる結果とな
るため自由な技術機会の探索活動を阻害す
る要因となる．結果として外部企業の有する

技術機会の探索時間・労力等のインプットが
減少してしまうことで発見能力が低下して
しまうと考えられる． 
①オープン・イノベーションと③事業部お
よび本社による内部コーディネーションの
交互作用効果は有意な関係とはならなかっ
た．さらに，パラメータはマイナスとなって
おり想定していた関係とは逆となった．近年
の研究ではオープン・イノベーション自体も
逆 U字型の関係があり，過度なオープン化は
却って効率性を妨げるとの指摘がある
(Laursen & Salter, 2006)．理由としてはオープ
ン化を維持するためには外部のプレーヤー
との関係を継続的に保つため相応のコスト
が発生する．過度なオープン化は維持コスト
を増大させるだけでなく限界的な知識獲得
の効率性も低下させるという問題が生じる
からである．これに加えて上述のとおり③事
業部および本社による内部コーディネー
ションも相応のコストがかかることから両
者の交互作用効果については多額のコスト
が発生するため仮説どおりの結果とはなら
なかった可能性がある． 
②インハウスによる研究開発と③事業部
および本社による内部コーディネーション
はプラスかつ統計的に有意な関係となった．
①オープン・イノベーションに比して②イン
ハウスによる研究開発の方がガバナンスの
問題が発生しにくいため低コストで拡大が
可能である．このため③事業部および本社に
よる内部コーディネーション機能により多
少のコストが生じたとしても全体としては
低コストで知識生産活動が行われ，結果とし
て外部における技術機会の発見が効率的に
行うことができるものと考えられる． 
①②③を同時に実行した場合については
プラスかつ統計的に有意となった．インハウ
スによる研究開発の副産物として生み出さ
れた吸収能力の向上はオープン・イノベー
ションにおける外部機会の認知能力も高め
る．結果としてオープン・イノベーション実
施におけるコストも低下させることにつな
がる．加えて，③事業部および本社による内
部コーディネーションにより獲得した知識
を他部門の知識と組み合わせることにより
新たな知識創造が容易になることや，自部門
の知識が活かせる提携先企業の情報入手が
容易になる．このため戦略的提携における技
術機会の発見能力の向上につながるものと
考えられる． 
 本研究の貢献点は以下のとおりである．本
研究では事業部や本社によるコーディネー
ション機能のプラス面だけではなくマイナ
ス面についても指摘した．すなわち知識の移
転・共有を推し進めるには会議体等を開催す
ることによりフェイス・トゥ・フェイスの情
報交換が必要になる．しかしながら，物理的
な移動が生じることや相応の時間も費やさ
れるためコスト面も無視できなくなる．直感
的な議論として会議の多い会社が生産的で



はないことは理解できるものの，この点を実
証的に検証したことが貢献点の一つといえ
る．また，先行研究のとおりオープン・イノ
ベーションの実施自体も相応のコストが発
生する．このためオープン化と知識共有とい
う一見するともっともな経営施策であった
としても過度な実施は自社の効率性を妨げ
る要因になることを示した． 
但し，インハウスによる研究開発は単独と
しての効果があるだけではなく吸収能力の
向上という観点からも推奨できる．実務的な
インプリケーションとしては不確実性の拡
大により研究開発のオープン化がある種の
流行になったとしても基本は自社開発と社
内での知識共有である．これらを疎かにした
うえでオープン・イノベーションを単独で推
進したとしても効率性や発見能力の向上の
観点からいえば必ずしも望ましいことでは
ないといえる． 
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